
児童福祉法と
障がい児の発達支援

大阪府 福祉部

障がい福祉室 地域生活支援課

令和８年度 相談支援従事者初任者研修



Ⅰ 障がい児関連施策の経緯と動向
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１ 児童福祉法の基本理念と
 これまでの障がい児関連施策の経緯
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（児童の福祉を保障するための原理）

第一条 全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されること、その生活を

保障されること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図ら

れることその他の福祉を等しく保障される権利を有する。

（児童育成の責任）

第二条 全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会のあらゆる分野において、児童

の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身

ともに健やかに育成されるよう努めなければならない。

②児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的責任を負う。

③国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う。

（原理の尊重）

第三条 前二条に規定するところは、児童の福祉を保障するための原理であり、この原理は、すべて児

童に関する法令の施行にあたつて、常に尊重されなければならない。

児童福祉法
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昭和23年
25年
35年

児童福祉法施行
身体障害者福祉法施行
精神薄弱者福祉法施行（平成10年に「知的障害者福祉法」）

36年
40年
41年
42年

日本心身障害児協会（島田療育園）に重症心身障害児の療育研究を委託
肢体不自由児施設における母子入園の制度化
国立療養所に重症心身障がい児（者）の委託病棟を設置
重症心身障がい児施設を児童福祉施設として位置づけ（児童福祉法の改正）

44年
47年
50年
54年

55年
平成 2年

肢体不自由児通園施設の制度化
心身障がい児通園事業の制度化
難聴用児通園施設の制度化
養護学校（現特別支援学校）への就学等の義務化
心身障害児総合通園センターの制度化
心身障害児（者）施設地域療育事業（短期入所等メニュー）制度化
重症心身障害児（者）通園モデル事業開始

15年 支援費制度の施行（身体障害者福祉法、知的障害者福祉法の改正）
※ 障がい児は、居宅サービスのみ支援費制度へ移行（施設系サービスは措置制度）

17年
18年

23年
24年

25年
28年
30年

令和 6年

発達障害者支援法施行
障害者自立支援法施行
※ 契約制度の導入（ただし、障がい児は、保護者不在、虐待等により契約が困難な場合に「措置」を適用）

改正障害者基本法の成立 「療育」に関する規定の新設
改正児童福祉法の施行（障がい児支援の強化等）、障害者虐待防止法の施行
子ども・子育て支援法の成立
改正学校教育法施行令の施行
障害者差別解消法の施行、改正発達障者支援法の成立
障がい児福祉計画の法定化、障がい児サービス追加（居宅訪問型児童発達支援、保育所訪問支援対象拡大）

改正児童福祉法の施行・障害福祉サービス等報酬改定（地域全体の障がい児支援体制の充実強化）
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これまでの障がい児関連施策の経緯



措置制度から支援費制度へ （2003（平成15）年）

支援費制度の意義

◼多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応
◼利用者の立場に立った制度構築

措置制度（～Ｈ１５）

行政

事業者
障害者

事業者を特定 サービス内容
を決定

行政からの受託者と
してのサービス提供

行政

事業者 障害者
事業者を選択

契約による
サービス提供

支給申請
支給決定

支援費制度（Ｈ１５～Ｈ１８）

＜措置制度＞
⚫行政がサービス内容を決定
⚫行政が事業者を特定
⚫事業者が行政からの受託者

 と してサービス提供

＜支援費制度＞
⚫障害者の自己決定を尊重
（サービス利用意向）

⚫事業者と利用者が対等
⚫契約によるサービス利用

報酬支払
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障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの
間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要

（その他）（１）「その有する能力及び適性に応じ」の削除、（２）成年後見制度利用支援事業の必須事業化、
（３）児童デイサービスに係る利用年齢の特例、（４）事業者の業務管理体制の整備、
（５）精神科救急医療体制の整備等、（６）難病の者等に対する支援・障がい者等に対する移動支援についての検討

－ 利用者負担について、応能負担を原則に
－ 障がい福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

－ 発達障がいが障害者自立支援法の対象となることを明確化

－ 相談支援体制の強化

－ 支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大

－ 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実
（障がい種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行）

－ 放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設
－  在園期間の延長措置の見直し

－ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設
－   重度の視覚障がい者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化）

② 利用者負担の見直し

③ 障がい者の範囲の見直し

④ 相談支援の充実

⑤ 障がい児支援の強化

⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実

① 趣旨

－ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障がい保健福祉施策を見直すまでの間における障がい者等の
 地域生活支援のための法改正であることを明記

公布日施行

平成24年４月１日までの政令で定める日（平成24年４月１日）から施行

平成24年４月１日施行

平成24年４月１日施行

公布日施行

(1)(3)(6)：公布日施行
(2)(4)(5)：平成24年4
月1日までの政令で定
める日（平成24年4月
1日）から施行

平成24年４月１日までの政令で定める日
（平成23年10月１日）から施行

市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置付け、
地域移行支援・地域定着支援の個別給付化

１８歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。
その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。

（平成22年12月３日成立、同12月10日公布）
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（R6一元化）



12



13



14



15



16



17
障 害 児 支 援 施 策 ｜ こ ど も 家 庭 庁 よ り 抜 粋

https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku#h2_free1
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障害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢障害者による介護保険サー
ビスの円滑な利用を促進するための見直しを行うとともに、障害児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を図るほ
か、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等を行う。

１．障害者の望む地域生活の支援

 (1) 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相
談・助言等を行うサービスを新設する（自立生活援助）

 (2) 就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を行うサービスを新設する（就労定着支援）

 (3) 重度訪問介護について、医療機関への入院時も一定の支援を可能とする

 (4) 65歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉サービスを利用してきた低所得の高齢障害者が引き続き障害福祉サービスに相当する
介護保険サービスを利用する場合に、障害者の所得の状況や障害の程度等の事情を勘案し、当該介護保険サービスの利用者負担を
障害福祉制度により軽減（償還）できる仕組みを設ける

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応

(1) 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスを新設する

(2) 保育所等の障害児に発達支援を提供する保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児に対象を拡大する

(3) 医療的ケアを要する障害児が適切な支援を受けられるよう、自治体において保健・医療・福祉等の連携促進に努めるものとする

(4) 障害児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推進するため、自治体において障害児福祉計画を策定するものとする

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備

 (1) 補装具費について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合等に貸与の活用も可能とする

 (2) 都道府県がサービス事業所の事業内容等の情報を公表する制度を設けるとともに、自治体の事務の効率化を図るため、所要の規定を
整備する

平成30年４月１日（２.(3)については公布の日）

概 要

趣 旨

施行期日

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の
一部を改正する法律（概要）(平成28年5月25日成立・同年6月3日公布)
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居宅訪問により児童発達支援を提供するサービスの創設

・在宅の障害児の発達支援の機会の確保
・訪問支援から通所支援への社会生活の移行を推進

訪問教育

訪問診療・訪問看護

居宅訪問型保育

居宅訪問型
児童発達支援（新設）

居宅

児童発達支援センター 等  ○ 重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児
童発達支援等の障害児通所支援を受けるために外出す
ることが著しく困難な障害児

対象者

○ 障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動

作の指導、知識技能の付与等の支援を実施

【具体的な支援内容の例】

・手先の感覚と脳の認識のずれを埋めるための活動

・絵カードや写真を利用した言葉の理解のための活動

支援内容

○ 障害児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所による支援が成長にとって望ましいと考えられるため、これまで通

所支援の充実を図ってきたが、現状では、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害児に発達支援を受ける機会が提供さ

れていない。

○ このため、重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児

に発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスを新たに創設する（「居宅訪問型児童発達支

援」）。



保育所等訪問支援の支援対象の拡大

乳児院 児童養護施設

21出典：児相長会議資料 (mhlw.go.jp)

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000846479.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000846479.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000846479.pdf
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障害福祉計画等と基本指針 R7.3.17 こども家庭審議会障害児支援部会 資料1



参考資料
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R 6 . 7 . 1 0 こ ど も 家 庭 審 議 会 障 害 児 者 支 援 部 会 資 料 1 よ り 抜 粋
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２ 大阪府における障がい児数、
サービス利用者数等
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Ⅱ 障がい児支援の在り方について
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30出典：厚生労働省HP https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21746.html
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Ⅲ 最近の障がい児支援についての動き
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１ 令和6年度障がい福祉サービス等
   報酬改定における主な改定内容

39

R 6 . 2 . 6 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 報 酬 改 定 検 討 チ ー ム

令 和 6 年 度 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 報 酬 改 定 に お け る 主 な 改 訂 内 容 よ り 抜 粋
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２  医療的ケア児に対する施策
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51
出典：医療的ケア児等とその家族に対する支援施策｜こども家庭庁

https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/care-ji-shien#h2_free1


出典：医療的ケア児等とその家族に対する支援施策｜こども家庭庁 52

https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/care-ji-shien#h2_free1


３  R6の児童福祉法改正の概要

53

（ 資 料 １ ） 障 害 児 支 援 施 策 の 概 要  ( c f a . g o . j p ) よ り 抜 粋

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4b173922-946b-4e5d-8c3a-fc9551ccc4cb/de87b7f9/20230628_councils_shingikai_shougaiji_shien_M3J3scNP_01.pdf
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大阪府の発達障がい児支援について

66

大阪府広報担当副知事 
もずやん

大阪府ホームページ「大阪府の発
達障がい児者支援の取組」



67

発達障害者支援法において、「発達障害」は「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠
陥多動性障害、その他これに類する脳機能障害であってその症状が通常低年齢において発現するもの」（発達障害者支
援法における定義 第二条より）と定義されています。
発達障がいの原因ははっきり分かっていませんが、脳機能の障がいによるものと考えられています。
同じ障がい名、診断名でもその特性は一人ひとり違っており、知的障がいを伴わない場合もあります。

１(１)．発達障がいの定義

平成30年6月に世界保健機関（WHO）
から、国際疾病分類の第11回改訂版
（ICD-11）が公表されました。

令和９（2027）年1月より、国内で施行
される統計分類は、ICD-11（2023年
版）に準拠し、統計法に基づく統計調
査に使用されるほか、医学的分類とし
て医療機関における診療録の管理等
に活用されることが見込まれています。

ICD-11においては、発達障がいは
「神経発達症」に分類されます。
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65歳以上 年齢不詳

出典：厚生労働省実施 生活のしづらさなどに関する調査

481千人

872千人

単位：千人

発達障がいと診断された者の数は近年大幅に増加しています。

出典：厚生労働省 患者調査

※発達障害者支援法における
「発達障害」の定義については、
法第２条第１項において、「自
閉症、アスペルガー症候群その
他の広汎性発達障害、学習障害、
注意欠陥多動性障害その他これ
に類する脳機能の障害であって
その症状が通常低年齢において
発現するものとして政令で定め
るものをいう」とされている。
法の対象となる障がいとしては、
ICD‐10（疾病及び関連保健問題
の国際統計分類）における「心
理的発達の障害（F80‐F89）及び
「小児〈児童〉期及び青年期に
通常発症する行動及び情緒の障
害（F90‐F98）」に含まれる障が
いとされている。
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単位：千人

587千人

233千人

会話及び
言語の発
達障害，
詳細不明

活動性及び注意の
障害

詳細不明の心
理的発達障害

自閉症

アスペル
ガー症候群

その他

広汎性発達障
害・詳細不明

１(２)．近年の発達障がい者数と取り巻く状況

664千人
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２．発達障害者支援法の概要

（国立障害者リハビリテーションセンター・発達障害情報・支援センター作成資料）
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３（1）各ライフステージにおける主な支援制度

〇各ライフステージにおける主な支援制度と機関

（国立障害者リハビリテーションセンター・発達障害情報・支援センター作成資料）
※令和6年4月より、子育て世代包括支援センターは、
「こども家庭センター」になっています。
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３（２）乳幼児期の主な支援機関

（国立障害者リハビリテーションセンター・発達障害情報・支援センター作成資料）

乳幼児健診などをきっかけに支援を開始し、日中は児童発達支援事業所（療育）や幼稚園・保育所等を利用して過ご
す。保護者の障がい受容や特性を理解したかかわり方の習得なども重要になる時期。

※令和6年4月より、子育て世代包括支援セン
ターは、「こども家庭センター」になっています。



72
（国立障害者リハビリテーションセンター・発達障害情報・支援センター作成資料）

３（３）学齢期の主な支援機関

学齢期になると、子どもの特性等に応じて、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった学び
の場を選択します。
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３（４）市町村の取組（乳幼児～学齢期）

早期発見・気づきのための取組

・子育て相談窓口の設
置

・乳幼児健診

・保育士等への研修

・巡回相談

診断・検査・アセスメント

・発達相談

・フォロー健診

・発達検査

・医療機関の紹介

療育等の個別支援

・各種サービスの受給
者証の交付（給付決定）

・親子教室

・家族支援（ペアレントト
レーニング等）

・障がい者手帳の交付

市町村は身近な支援機関として保護者や保育施設からの相談に対応し、
早期発見・早期療育へつなげる取組を中心に行っています。



⚫発達障がい児者支援体制整備検討部会【1,257千円】 府域における発達障がい児者の支援体制の整備に向けた検討を行うため部会やこども・成人両ワーキングを運営

５ 地域生活支援と相談支援体制の充実
○ 府は広域自治体として、発達障がい児者が身近な地域で生活できるよう市町村の取組を支援

・ 発達障がい者支援センター事業 【37,023千円】 ・ 発達障がい児者地域支援体制整備事業＜発達障がい者地域支援力向上事業＞【9,658千円】

２ 子どもの時期の支援体制の充実

○発達障がい児向けに身近な地域で個別療育を確保する市町村の取組を支援

○大阪府発達支援拠点の圏域センター化により発達障がい児等に関する地域支援を実施

・発達障がい児者地域支援体制整備事業＜地域発達支援事業所等サポート事業＞ 【44,546千円】

３ 教育分野における支援の充実（教育庁）

・ 「市町村リーディングチーム」充実支援事業

・ 支援教育地域支援整備事業

・ 障がいのある生徒の高校生活支援事業

・ 高校生活支援カードの実施

・ 高等学校支援教育力充実事業

ラ イ フ ステージに 応 じ た 取 組

７ 家族支援の充実
・  ペアレントサポート事業 【2,221千円】：ペアレント・メンター事業（ペアレント・メンター活動の普及促進）     ：発達障がい家族支援アドバイザリー派遣事業

６ 医療機関での初診待期期間の解消等
・ 発達障がい児者地域支援体制整備事業＜発達障がい医療機関初診待機解消事業＞ 【3,484千円】

①登録医療機関を増やすための専門的研修 ②診断前のアセスメント力の強化のための研修 ③拠点医療機関を核とした医療機関連携体制の確保 ④かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修

８ ライフステージを通じた一貫した支援のための取組
・ 切れ目のない支援を実現していくために必要な情報の引継の実施やその定着、発達障がいに係る地域での相談支援体制の充実

９ 発達障がいの理解促進のための取組
・ 世界自閉症啓発デー及び発達障がい啓発週間における講演会やブルーライトアップの実施、発達障がいに対する理解促進の取組

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
を
通
じ
た
取
組
み

連携部局
【教育】
【福祉】
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4 就労支援と就労継続のための生活支援の充実

・ 就労移行等連携調整事業

・ 精神・発達障がい者等職場定着支援事業 

・ 大阪障害者職業能力開発校運営事業

連携部局
【福祉】
【商工労働】

乳幼児期 学齢期 成人期

１ 早期気づきと早期発達支援の充実

○乳幼児健診や保育所等巡回の取組の充実に取り組む市町村を支援
・保健師向け研修
・保育士・幼稚園教諭・保育教諭などの人材育成

  ・発達障がい理解のための取組を進める。
（他に「新・子育て支援交付金」を活用した支援）

連携部局
【福祉】
【健康医療】
【教育】

４ 大阪府における発達障がい児支援の取組

大阪府では発達障がい児者をライフステージを通じて切れ目なく支援するため、様々な取組を実施しています



発達障がい者支援センターの基本的な機能

• 相談に応じ、適切な指導又は助言、情報提供を行う

•相談は来所や訪問、電話やインターネット等により受
ける

相談支援

•相談に応じ、必要に応じて医学的診断・心理判定を行う

•施設や保育所等を利用している場合、発達支援方法に
関する助言・指導を行う

発達支援

•就労に向けて必要な相談支援を行い、関係機関
と連携を図る

就労支援

•普及啓発を行い、理解促進に努める

•発達障がい児者への取り組みを進めるため、関
係機関への研修を行う

啓発及び研
修

•各分野との連携を図る

•定期的に連絡協議会を開催する

関係機関と
の連携

基本的な機能については発達障害者支援センター運営事業実施要綱に規定

相談支援の内容

発達障がい者や家族からの多様な相談に応じ、地域におけ
る生活を可能にするための相談支援を行うもの。

相談支援は、地域の障がい者が、住み慣れた地域で安心し
てその人らしい生活を継続していくことができるようにするた
め、どのような支援が必要かを把握し、地域における適切な
サービス、関係機関及び制度の利用につなげる等の支援を
行うもの。
（発達障害者支援センター運営マニュアルより）

相談対応件数（Ｒ７年度）

実支援人数 1,019人

幼児期 20

小学生 35

中学生 24

１６～１８歳 118

１９～３９歳 349

４０歳以上 239

不明 140

延べ支援 1,506件
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５ 発達障がい者支援センター



発達障がい者支援センターに寄せられる主な相談内容等

主な相談内容（※１）

相談の対象となっている児（者）が発達
障害かどうか知りたい

現在の生活に関することや、家庭で家
族ができることを知りたい

利用できる制度について知りたい（手
帳、年金、手当、障害福祉サービスな
ど）

診断・相談・支援を受けられる機関につ
いて知りたい

現在通学している学校、利用している
サービス等に関する相談をしたい

進路や将来の生活に関する相談をした
い

対応困難な状況の改善について相談
したい（強度行動障害、ひきこもりなど）

今後の就労について相談したい

現在勤めている職場に関する相談をし
たい

相談のきっかけ

本人の希望

家族の勧め

学校・勤務先の勧め

診断がついたから（医師の勧め含む）

一次相談機関からの勧め

困難ケース（一例）（※２）

ひきこもりの事例

触法・犯罪の事例

他の障がい・疾病を抱えている事例

強度行動障害の事例

家庭内暴力のある事例

複合的な問題（貧困・家族によるＤＶ
等）が関わる事例

本人や保護者が海外にルーツを持つ
事例

※本人ではなく家族や勤務先など周囲の人間からの相
談もある
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（※１）厚生労働省「令和６年度発達障害者支援センター事業実施状況報告」様式より抜粋

（※２）厚生労働省 令和３年度障害者総合福祉推進事業「発達障害者支援センターの地域支援
機能、運営状況等に関する実態調査 報告書」より抜粋
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〇発達障がいの診断が可能な医療機関一覧の公表

大阪府の発達障がいの診断等に係る医療機関ネットワークに登録している、発達障がいの診断が可能な医療機関（公表可の医
療機関のみ）を府のホームページで公表しています。

昨年度から項目を増やしました。

府民からの問い合わせにご活用く
ださい。



【大阪府発達支援拠点の場所】

大阪市

堺市

《三島圏域》

こども発達支援センター will〈ウィル〉
委託先：（社福）北摂杉の子会
所管市町村：茨木市、高槻市、島本町、摂津市

《北河内圏域》

自閉症療育センター Link〈リンク〉
委託先：（社福）北摂杉の子会
所管市町村：枚方市、交野市、寝屋川市、守口市、門真市、四條
畷市、大東市

《中河内圏域》

発達障害支援センター PAL〈パル〉
委託先：（社福）東大阪市社会福祉事業団
所管市町村：東大阪市、八尾市、柏原市

《南河内圏域》

こども発達支援センター Sun〈サン〉
委託先：（社福）大阪府障害者福祉事業団
所管市町村：松原市、羽曳野市、藤井寺市、太子町、河南町、千
早赤阪村、富田林市、大阪狭山市、河内長野市

《豊能圏域》

こども発達支援センター 青空〈そら〉
委託先：（社福）大阪府障害者福祉事業団
所管市町村： 能勢町、豊能町、池田市
箕面市、豊中市、吹田市、茨木市

《泉州圏域》

自閉症児支援センターWave〈ウェーブ〉
委託先：（社福）三ケ山学園
所管市町村：和泉市、高石市、泉大津市、忠岡町、
岸和田市、貝塚市、熊取町、泉佐野市、田尻町、泉
南市、阪南市、岬町
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６ 事業所や学校等への支援

大阪府では、府内6ヶ所に発達障がい児支援の専門機関である発達障がい者支援センター地域支援オフィス

（発達支援拠点）を配置し、圏域内の児童発達支援センター、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事
業所、学校などを対象に地域支援を行っています。



令和８年度（予定）

事業
名

地域発達支援事業所等サポート事業

事業

内容

拠点の機能を拡充し、長年培ってきた専門的な発達障がい児支援のノウ
ハウ・スキルを活かして、発達障がい児等の支援体制の充実・強化を図る
ため、事業所等支援に関して、下記の事業を実施。

○障がい児通所支援事業所への機関支援

子どもや環境などをアセスメントし、子どもの正しい理解と環境設定や
支援技術等及び家族支援について、専門的立場から助言、事例検討、
専門的研修、情報交換等を実施

○学校への機関支援

教育と福祉の連携強化を図り、地域での一貫した支援が受けられるよ
う、専門的立場から助言、事例検討、専門的研修、情報交換等を実施

○児童発達支援センターとの連携・協働

地域の障がい児支援体制構築において専門機関としてバックアップ
（連携・協働による機関支援の実施、発達障がいに関する専門的立場
からの助言、コンサルテーション等を実施する人材の養成支援等）

○事業所等の支援力の向上に向けた多様なニーズに対応した地域支援

例）市町村こども専門部会等への参加、アセスメントツールや家族支援
の導入支援、母子保健との連携、保育所・幼稚園・放課後児童クラ
ブ等への支援、成人期事業所等との連携

○地域支援体制マネジメントチームの構成
  （活動例） ・情報共有を図るための連携会議開催

  ・専門性の研鑽に関する取組み
  ・機関支援の共同実施等の調整

             ・アクトおおさかが実施する中核センター業務との連携

障がい児支援にかかる地域の支援体制の整備を促進するため、下
記の事業を実施。

※地域支援マネジャー活動を円滑・効果的に実施するためには、
初期活動が重要であることを鑑み、通常の地域支援マネジャー
活動と密接に関連する本事業を初期活動事業として実施。

○障がい児支援にかかるネットワーク構築

圏域の市町村や児童発達支援センターを巡回すること等により、
圏域のネットワークの構築を行うとともに、支援体制の整備状況等
に応じた、必要な助言等を行う。

○地域支援体制等に係る状況把握・分析・公表

大阪府と連携して、圏域内の社会資源の整備状況等の把握を行
い、各圏域にお ける課題や傾向の整理を行い、地域支援マネ
ジャー活動に活用する。
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〇発達障がい者支援センター地域支援オフィス（発達支援拠点）での実施している取組



①Ａ事業所から機関支援の依頼あり、拠点の職員がヒアリングを実施

＜事業所からの依頼内容＞
職員の人材育成を行いたい。子どもたちの行動の背景にある特性をとらえ
ながら、必要な支援方法を考えるプロセスを知ってほしい。

＜実践する機関支援の内容＞
対象となる子どもを１名決め、その子どもの気になる行動から、特性理解
や特性に配慮した環境調整の方法を検討する。

＜機関支援の主訴＞
【対象となる子どもの行動】
・常に噛む刺激を求め、何でも口に入れる。
・自由あそびの時間はウロウロしながらおもちゃを噛む、舐めることが多
く操作する遊びにつながりにくい。

【依頼内容】
物を噛む、舐めることから物を操作する遊びに移行していくにはどうすれ
ばよいか。

②事業所と対象児のアセスメントの実施

＜事業所のアセスメント＞
体制や人材育成、利用者支援について、環境調整や活動の予定表の提示に
ついて、管理者および児童発達管理責任者の理解、実施しているプログラ
ム

＜対象となる子どものアセスメント＞
年齢等の基本情報、生活面の状況、コミュニケーション、理解面、表出面、
好きなこと、得意なこと、嫌いなもの、苦手なこと

③支援計画の作成

【支援の方向性】
事業所の相談主訴である、A児がなぜ物を口に入れるのか、自由遊びの時間にウロウ
ロしながら物を口に入れるのはなぜかということについて、職員が、A児の特性から
考えることができるような機関支援を行う。

【支援実施回数】
4回（２か月に１回の頻度）

④行動観察、聞き取り、提案等

X年６月３日実施。９：４５～１１：３０までクラスの見学。
１１：３０～１２：３０まで、担当職員と管理者とで具体的な支援方法について検討
する。

【助言内容】
・集中できる環境で、目で見て何をするのかがわかる活動を設定する。
・見通しが持てるように１つ終わるごとに「おしまい」を知らせていく

【助言後の事業所の取り組み】
・朝や食後の自由遊びの時に、プットインや型はめパズル等の遊びに誘い、1回終
わったら「おしまい」と知らせ、次の課題を提供し、3種類を1回ずつ行うように

し た。
・終わったら棚に片付けるよう促し、一緒に片付けるようにした。

【結果】
・大人の誘いに応じ、一定時間着席して遊ぶことが増えた。
・1回ずつで終わりにすることで、「できた」ということをA児が感じ、大人と視線
が合うことが増えた。

・自立課題の時間以外にも自分で棚から課題を選び取組む姿が見られるようになっ
た。

◆支援の事例 ※あくまで一例です
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〇事業所への機関支援（コンサルテーション）
発達障がい児支援の専門性と実績を生かし、 児童発達支援センターや児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所等に対し、発達支
援等に関する助言を行います。
方法は、電話・訪問・来訪（見学）・研修等、ニーズに合わせてさまざまな方法があります。
実際の発達支援拠点における発達支援の場面を見学したり、環境設定や構造化の工夫、教材、課題設定についても提案などが可能です。
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〇学校への機関支援（コンサルテーション）

地域の小中学校を中心に、教育委員会等を経由して依頼を受けた場合、機関支援を行います。
通常の学級、支援学級など、在籍、診断の有無は問いません。
また、特定の児童・生徒に関するコンサルテーションだけではなく、学級や学校全体に対する助言等も可能です。
保育所等訪問と異なり、学校のニーズに応じてご利用いただけます（対象児の保護者同意が必要なケースがあります）

【具体的な支援の例】

①クラスの児童について気になる行動があるがどのように関わるべきか、相談したい
→拠点の職員が事前にヒアリングを実施→学校を訪問し、対象児を行動観察→放課後、担任等へフィードバック
→学校でできる環境調整や声掛け、対象児に対する関わりの工夫について助言→発達支援拠点を訪問してもらい、実際の環境調
整や構造化の工夫について見学してもらう→学校で実践してもらい、再度行動観察、フィードバック 等

②発達障がいに対する正しい理解を生徒や職員に深めてほしい
学校を訪問し、生徒に対して授業として発達障がいの理解のための講義を実施

職員に対しては、発達について気になる子がいる場合の関わり方や保護者対応、活用できる福祉分野の社会資源や発達支援に
おける考え方等について情報提供する
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〇発達障がい啓発セミナー ※塩野義製薬株式会社との事業連携協定の一環として開催

自閉症をはじめとする「発達障がい」について府民に理解を深めていただくため「世界自閉症啓発デー」及び「発達障が

い啓発週間」に合わせて、オンラインセミナー『もっと知ろうよ、発達障がい』を開催。

令和８年度は関正樹氏を講師に迎え４月26日（日）に開催。

R5.4 オンラインセミナー開催
「思春期の発達障がい～その理解と支援」

講師 宮本信也 先生（筑波大学 名誉教授）

R６.4 オンラインセミナー開催
「学校の中の発達障害～学童期・思春期の支援の課題」

講師 本田秀夫 先生（信州大学 教授）

R7.4 オンラインセミナー開催

「発達障がいと睡眠～睡眠専門医と考えるしくみと付き合い方」

講師 渥美 正彦 先生

（精神科医・日本睡眠学校総合専門医・指導医）

過去の取り組み抜粋（最近のもの）

７ 障がい理解・啓発の取組



「ええやんちがっても」
「知ってください 発達障がいのこと」
「発達障がいの理解のために」

「発達障がいのある方のための支援の引継等に関する手引き」
「発達障がいのある方等の支援の引継のためのサポートファイル作成・改定のポイント」
「乳幼児期からの発達支援 なんでかな・・・？は気づきのスタート」 90円+送料215円/1冊
「発達障がいへの気づきと支援のポイント（実践編）」
「発達障がいのある方の身近な地域での支援のために」
「相談窓口のための発達障がい者支援プログラム」
「医療機関のみなさまへ 発達障がいのある人が安心して診療を受けるために」

https://www.pref.osaka.lg.jp/chiikiseikatsu/hattatsusyogai_osaka/hattatsu_rikai.html

※大阪府ホームページからダウンロード可。
下記URLまたは右側のQRコードからアクセスできます。

一般の方向け 支援者向け 医療機関向け

〇啓発冊子の作成・配布

https://www.pref.osaka.lg.jp/chiikiseikatsu/hattatsusyogai_osaka/hattatsu_rikai.html
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〇公式SNSによる発信

https://x.com/HattatsuG_OSAKA

研修やセミナー等の情報をお届けしています！

https://x.com/HattatsuG_OSAKA
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